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はじめに 

急激な人口減少・少子高齢化が進展する中、国は平成 26（2014）年 11 月に「まち・ひと・しごと創

生法」を施行し、12 月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」が策定され、長期の人口展望ならびに地方創生の方向性が示されました。 

新宮町においても、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総

合戦略」の趣旨を踏まえ、町民、産業界、金融機関など幅広い分野の関係者からなる「新宮町まち・ひ

と・しごと創生総合戦略審議会」を設置し、町内の人口や産業の現状を改めて分析するとともに、平成

72（2060）年の人口の長期展望と、平成 31（2019）年度までの 5 カ年の目標や施策を取りまとめまし

た。 

 

 

新宮町の人口目標 

新宮町は、平成 72（2060）年に 

将来人口 32,000人 

を確保することを目標とします 

 

新宮町の戦略の基本目標 

基本目標１：仕事をつくり経済を活性化する 

基本目標２：地域への新しいひとの流れをつくる 

基本目標３：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

基本目標４：時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、 

地域と地域を連携する 
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Ⅰ．新宮町人口ビジョン 

１．新宮町の現状と課題 

１－１ 人口動向 

（１）総人口の推移 

① 人口・高齢化の推移 

本町の人口は昭和 55（1980）年からニュータウン開発などの影響を受け、増加を続け、平成 27（2015）

年には 30,020 人となっており、今後も、人口増加が見込まれています。 

高齢化率は昭和 55（1980）年では 8.3％でしたが、年々上昇し、平成 27（2015）年では 16.5%と約

2 倍になっています。 

 

 

 

総務省「昭和 55（1980）年～平成 22（2010）国勢調査」 

新宮町「平成 27（2015）年 3月 31 日付住民基本台帳」 

※年少人口…0～14 歳の人口、生産年齢人口…15～64 歳の人口、老年人口…65 歳以上の人口 
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② 期間合計特殊出生率の推移 

新宮町の期間合計特殊出生率は、昭和 58（1983）年－昭和 62（1987）年にかけての 2.02 をピーク

に徐々に低下し、平成 10（1998）年－平成 14（2002）年には 1.59 まで低下したものの、その後は上

昇傾向にあり、平成 20（2008）年－平成 24（2012）年にかけてでは 1.80 まで回復しています。 

周辺市町村と比較すると、平成 20（2008）年－平成 24（2012）年の期間合計特殊出生率では、粕屋

町の 2.03 に次いで高い値となっています。 

 

年 

昭和 58

（1983）年 

-昭和 62

（1987）年 

昭和 63

（1988）年 

-平成 4

（1992）年 

平成 5 

（1993）年 

-平成 9 

（1997）年 

平成 10

（1998）年 

-平成 14

（2002）年 

平成 15

（2003）年 

-平成 19

（2007）年 

平成 20

（2008）年 

-平成 24

（2012）年 

新宮町 2.02  1.82  1.70  1.59  1.62  1.80  

周
辺
自
治
体 

古賀市 1.85  1.67  1.54  1.43  1.31  1.52  

宇美町 1.87  1.66  1.53  1.40  1.38  1.45  

篠栗町 1.80  1.62  1.81  1.59  1.65  1.79  

志免町 1.85  1.62  1.63  1.57  1.62  1.77  

須恵町 1.85  1.61  1.47  1.51  1.48  1.63  

久山町 1.69  1.53  1.43  1.31  1.30  1.32  

粕屋町 2.07  1.77  1.81  1.77  1.85  2.03  

福岡県 1.73  1.54  1.45  1.35  1.31  1.43  

全国平均 1.76  1.54  1.42  1.36  1.31  1.38  

 

 

 

厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 

※合計特殊出生率は 15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が一生の間に生む子どもの平

均数を示す 
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③ 出生数・死亡数 / 転入数・転出数の推移 

出生や死亡による自然増減と、転入や転出による社会増減について見ると、平成 25（2013）年時点

での社会増は 1,100 人、自然増が 207 人と合計 1,307 名の大幅な人口増加傾向にあります。 

また、転入は増加傾向、転出は減少傾向にあることから、今後も一定期間は人口増加していくものと

推察されます。しかしながら、過去の傾向をみると開発終了後は、転入、転出ともにほぼ横ばいに落ち

着いており、将来的には同様の傾向を見せると考えられます。 

 

  

 

 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
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④ 年齢階級別人口移動の状況 

年齢階級別人口移動の状況を見ると、平成 17（2005）年から平成 22（2010）年の人口移動において

30 歳代前半が大幅な転入超過となっています。 

一方で、同時期の 20 歳代前半が大幅な転出超過となっており、平成 2（1990）年から平成 7（1995）

年に大幅に転入超過となっていた 10 歳未満の年代が、高校卒業後、進学や就職を機に町外へ転出して

いるものと推察されます。 

 

 

 

 

総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

  

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500

平成17（2005）年→平成22（2010）年（人）

平成12（2000）年→平成17（2005）年（人）

平成2（1990）年→平成7（1995）年（人）

昭和60（1985）年→平成2（1990）年（人）

昭和55（1980）年→昭和60（1985）年（人）

（人）



7 

 

（２）行政区別人口分析 

① 新宮町における行政区の現状 

本町は 23 行政区に分かれており、それぞれの行政区で形成年代が異なるために、その人口構成にも、

大きな差が出ています。 

 

 

 

 

② 行政区別人口・高齢化率の状況 

平成 27（2015）年における行政区別総人口では、「上府」が最も多く 3,789 人、「的野区」が最も少

なく 84 人で 3,705 人の差があります。 

人口増加率については、「杜の宮区」が 162.5％となっている一方で、「相島区」及び東部地域を中心

として、人口減少が進行している区もみられます。 

高齢化率は、「杜の宮区」が 1.3％で最も低くなっています。また、「相島区」や東部地域を中心に、

福岡県の平均である 25.0％を上回る地域がみられます。特に「相島区」では 62.0％と行政区の中で高齢

化率が最も高くなっており、居住者のおよそ三分の二が 65 歳以上の高齢者となっています。 

年少人口の増加率でも、「相島区」及び東部地域を中心として、大幅に減少している地域があります。 
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１）行政区別の人口増減率（平成 27（2015）年-平成 22（2010）年） 

 

 

 

 

 

新宮町「住民基本台帳」 

※人口は当該年の 3 月 31 日時点の値 

 

  

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成27年
－平成22

年

人口増加
率

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成27年
－平成22

年

人口増加
率

的野 85 84 -1 -1.2% 夜臼４ 701 683 -18 -2.6%
立花口 641 604 -37 -5.8% 下府１ 2,248 2,318 70 3.1%
花立花 808 825 17 2.1% 下府２ 1,469 1,450 -19 -1.3%
原上 794 782 -12 -1.5% 杜の宮 992 2,604 1,612 162.5%
ファーネスト 455 476 21 4.6% 桜山手 879 808 -71 -8.1%
三代 1,938 2,128 190 9.8% 湊坂 1,905 1,814 -91 -4.8%
上府 3,246 3,789 543 16.7% パークシティ 338 336 -2 -0.6%
中央駅前 - 1,136 1,527 - 新宮 769 757 -12 -1.6%
中央駅西 - 1,190 2,127 - 湊 742 866 124 16.7%
緑ケ浜 1,626 2,292 666 41.0% 相島 361 297 -64 -17.7%
夜臼１ 3,656 3,746 90 2.5% 未定 25 42 0 0.0%
夜臼２ 685 696 11 1.6%
夜臼３ 286 297 11 3.8%

地区名

総人口（人）

地区名

総人口（人）

新宮町全域 24,649 30,020 5,371 21.8%
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２）行政区別の高齢化率（平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

新宮町「住民基本台帳」 

※高齢化率は当該年の 3 月 31 日時点の値 

 

 

  

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成27年
－平成22

年

町平均と
の差（平
成27年）

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成27年
－平成22

年

町平均と
の差（平
成27年）

的野 31.8% 33.3% 1.5% 16.8% 夜臼４ 5.1% 8.5% 3.4% -8.0%
立花口 31.2% 37.6% 6.4% 21.1% 下府１ 17.7% 18.9% 1.2% 2.4%
花立花 9.7% 15.0% 5.3% -1.5% 下府２ 20.6% 24.8% 4.2% 8.3%
原上 22.5% 25.4% 2.9% 8.9% 杜の宮 0.8% 1.3% 0.5% -15.2%
ファーネスト 1.8% 2.9% 1.1% -13.6% 桜山手 13.2% 24.9% 11.7% 8.4%
三代 13.4% 14.9% 1.5% -1.6% 湊坂 10.6% 20.3% 9.7% 3.8%
上府 12.8% 14.5% 1.7% -2.0% パークシティ 5.3% 9.8% 4.5% -6.7%
中央駅前 0.0% 4.9% 4.9% -11.6% 新宮 25.0% 25.5% 0.5% 9.0%
中央駅西 0.0% 5.8% 5.8% -10.7% 湊 14.3% 13.2% -1.1% -3.3%
緑ケ浜 25.1% 22.5% -2.6% 6.0% 相島 56.5% 62.0% 5.5% 45.5%
夜臼１ 11.8% 14.6% 2.8% -1.9% 未定 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
夜臼２ 32.1% 31.0% -1.1% 14.5%
夜臼３ 25.2% 30.3% 5.1% 13.8%

地区名

高齢化率

地区名

高齢化率

新宮町全域 15.7% 16.5% 1.2% -
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３）行政区別の年少人口増加率（平成 27（2015）年-平成 22（2010）年） 

 

 

 

 

新宮町「住民基本台帳」 

※年少人口は当該年の 3 月 31 日時点の値 

 

 

  

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成27年
－平成22

年

年少人口
増減率

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成27年
－平成22

年

年少人口
増減率

的野 10 5 -5 -50.0% 夜臼４ 157 95 -62 -39.5%
立花口 62 42 -20 -32.3% 下府１ 375 430 55 14.7%
花立花 201 171 -30 -14.9% 下府２ 179 222 43 24.0%
原上 87 105 18 20.7% 杜の宮 398 1,092 694 174.4%
ファーネスト 155 156 1 0.6% 桜山手 47 45 -2 -4.3%
三代 382 397 15 3.9% 湊坂 147 137 -10 -6.8%
上府 661 735 74 11.2% パークシティ 77 45 -32 -41.6%
中央駅前 0 366 - - 新宮 90 113 23 25.6%
中央駅西 0 379 - - 湊 164 207 43 26.2%
緑ケ浜 211 523 312 147.9% 相島 31 20 -11 -35.5%
夜臼１ 722 736 14 1.9% 未定 0 3 0 0.0%
夜臼２ 59 82 23 39.0%
夜臼３ 25 37 12 48.0%

地区名

年少人口（人）

地区名

年少人口（人）

新宮町全域 4,240 6,143 1,903 44.9%
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③人口・高齢化率による行政区の分類 

人口及び高齢化率の現状を踏まえ、本町の行政区を下記の 4 つに分類します。 

  

区分 分類 総人口 高齢化率 年少人口 説明 地区 

人
口
減
少
地
域 

Ⅰ 減少 高 減少 
総人口、年少人口がともに減少し、高

齢化率が町平均を上回っており、少子

高齢化が進行している地域 

相島 

桜山手 

立花口 

Ⅱ 均衡 高 減少 
Ⅰに比べて総人口の減少率は低いも

のの、少子高齢化が進行している地域 

的野 

湊坂 

人
口
移
動
停
滞
地
域 

Ⅰ 均衡 低 均衡 

高齢化率は町平均を下回っているが、

総人口・年少人口がともに均衡状態に

あり、人の動きがあまり見られない地

域 

ファーネスト新宮 

夜臼 1 

Ⅱ 均衡 低 減少 
年少人口が減少傾向にあり、Ⅰと比較

して、さらに人の動きが少なくなって

いる地域 

花立花 

夜臼 4 

パークシティ 

多
世
代
交
流
地
域 

Ⅰ 増加 高 増加 

高齢化率は町平均を上回るものの、総

人口・年少人口はともに増加傾向にあ

り、居住年数や年齢構成の幅が広くな

っている地域 

緑ケ浜 

Ⅱ 均衡 高 増加 
Ⅰと比べて総人口の増加率は高くな

いものの、幅広い世代が居住している

地域 

原上 

夜臼 2 

夜臼 3 

下府 1 

下府 2 

新宮 

人
口
増
加
地
域 

Ⅰ 増加 低い 増加 

総人口・年少人口がともに増加し、高

齢化率が町平均を下回っており、現

在、今後も一定期間人口の増加が見込

まれる地域 

上府 

杜の宮 

湊 

Ⅱ 増加 低い 均衡 
Ⅰと比べ、年少人口の増加率は低いも

のの、一定数の人口増加がみられる地

域 

三代 

Ⅲ ― ― ― 
平成 22 年以降に新設され、現在、急

激な人口増加が進行している地域 

中央駅前 

中央駅西 

 

 

 

※総人口・年少人口の区分は増加（+5%以上）、均衡（+5%未満、-5%以上）、減少（-5%未満）の 3区分。高齢化率につい

ては町平均（16.5%）を基準としている 
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１－２ 産業構造 

（１）産業構造 

① 産業３部門別就業者数の推移 

本町に居住する就業者の数は昭和 55（1980）年以降も増加傾向にあり、平成 22（2010）年時点で

11,193 人となっています。部門別にみると第 3 次産業就業者の割合が 75.1％で全国平均を上回ってい

ますが、第 1 次産業就業者の割合は全国平均を 1.2 ポイント、第 2 次産業就業者の割合は 3.3 ポイント

下回っています。 

就業者割合の推移では昭和 55（1980）年と比較して第 3 次産業就業者数が約 2 割増加しています。 

 

調査年度 
昭和 55 

（1980）年 

昭和 60 

（1985）年 

平成２ 

（1990）年 

平成７ 

（1995）年 

平成 12 

（2000）年 

平成 17 

（2005）年 

平成 22 

（2010）年 

（参考）全国 

平成 22 

（2010）年 

産業就業者数 6,538 7,028 7,412 9,075 10,385 10,775 11,193 56,151,013 

第１次産業就業者数 864 780 606 572 441 432 330 2,381,415 

第２次産業就業者数 1,893 1,849 1,979 2,349 2,605 2,639 2,455 14,123,282 

第３次産業就業者数 3,781 4,399 4,827 6,154 7,339 7,704 8,408 39,646,316 

第１次産業就業者割合 13.2% 11.1% 8.2% 6.3% 4.2% 4.0% 2.9% 4.2% 

第２次産業就業者割合 29.0% 26.3% 26.7% 25.9% 25.1% 24.5% 21.9% 25.2% 

第３次産業就業者割合 57.8% 62.6% 65.1% 67.8% 70.7% 71.5% 75.1% 70.6% 

 

 

総務省「昭和 55（1980）年～平成 22（2010）国勢調査」 

 

864 780 606 572 441 432 330

1,893 1,849 1,979 2,349 2,605 2,639 2,455
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7,339 7,704 8,4086,538
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7,412
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10,385
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11,193
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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平成2
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（2005）年

平成22

（2010）年

第１次産業就業者数 第２次産業就業者数 第３次産業就業者数

（人）
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② 産業大分類別就業者数 

町内に住む就業者を産業大分類別に見ると、約 20％が「卸売業、小売業」分野に従事しています。次

いで「製造業」の 14％、「医療、福祉」の 9.8％となっています。 

 

    就業者数 割合 （参考値）全国 

産業 

大分類別 

就業者数 

Ａ 農業，林業 253 2.20% 3.70% 

うち農業 253 2.20% 3.58% 

Ｂ 漁業 77 0.67% 0.30% 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 1 0.01% 0.04% 

Ｄ 建設業 842 7.34% 7.51% 

Ｅ 製造業 1,612 14.05% 16.15% 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 75 0.65% 0.48% 

Ｇ 情報通信業 404 3.52% 2.73% 

Ｈ 運輸業，郵便業 882 7.68% 5.40% 

Ｉ 卸売業，小売業 2,260 19.69% 16.45% 

Ｊ 金融業，保険業 313 2.73% 2.54% 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 219 1.91% 1.87% 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 332 2.89% 3.19% 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 579 5.04% 5.74% 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 366 3.19% 3.69% 

Ｏ 教育，学習支援業 662 5.77% 4.42% 

Ｐ 医療，福祉 1,122 9.78% 10.28% 

Ｑ 複合サービス事業 66 0.58% 0.63% 

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 651 5.67% 5.71% 

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 477 4.16% 3.38% 

Ｔ 分類不能の産業 284 2.47% 5.80% 

 

 

総務省「平成 22（2010）年国勢調査」 

※着色部分は、全国平均よりも高い値 
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③ 民営事業所数の推移 

本町の民営事業所数は平成 24（2012）年時点で、1,105 所となっています。平成 21（2009）年時点

と比較すると、36 所が減少しており、「卸売業、小売業」で 18 所、「不動産業、物品賃貸業」で 10 所

減少しています。 

 

 

  

1
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0

1

0

104

115

0

7

71

342
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Ｂ漁業

Ｃ鉱業，採石業，砂利採取業

Ｄ建設業

Ｅ製造業

Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ情報通信業

Ｈ運輸業，郵便業

Ｉ卸売業，小売業

Ｊ金融業，保険業

Ｋ不動産業，物品賃貸業

Ｌ学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ宿泊業，飲食サービス業

Ｎ生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ教育，学習支援業

Ｐ医療，福祉

Ｑ複合サービス事業

Ｒサービス業（他に分類されないもの）

平成21（2009）年

平成24（2012）年
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（参考）民営事業所の推移 

 

 

 

総務省「経済センサス」（平成 21（2009）年、平成 24（2012）年）「事業所・企業統計調査」（平成 3（1991）年～平成 18

（2006）年） 

※「経済センサス」と「事業所・企業統計調査」では調査方法が異なるため、厳密には比較できないが、参考として掲載して

いる 
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④ 産業別特化係数 

本町で働く人における産業別特化係数では「漁業」「製造業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」

の分野において 1.0 を超える高い係数となっています。 

特に「製造業」については町内在住者の製造業就業者割合は全国平均を下回っているものの、特化係

数では 1.77 と高くなっており、町外居住者が相当数、就業しているものと考えられます。 

 

 

 

 

総務省「平成 22（2010）年国勢調査」 

※産業別特化係数は、産業別に、その構成比を全国の構成比と比較した係数。「１」よりも大きい産業は当該部門の比率

が全国水準を上回っていることを示す（表中の赤塗りは特化係数が「１」を超えている産業）。 

 

  

0.51 

0.07 
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0.74 

1.77 

0.42 

0.15 

2.20 

1.32 

0.20 
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Ｅ製造業

Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ情報通信業

Ｈ運輸業，郵便業

Ｉ 卸売業，小売業

Ｊ金融業，保険業

Ｋ不動産業，物品賃貸業

Ｌ学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ宿泊業，飲食サービス業

Ｎ生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ教育，学習支援業

Ｐ医療，福祉

Ｑ複合サービス事業

Ｒサービス業（他に分類されないもの）

Ｓ公務（他に分類されるものを除く）
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２．人口ビジョン 

（１）国・福岡県の人口の展望 

① 国の人口の展望 

平成 22（2010）年おける日本の人口は約 1 億 2,800 万人です。国の「まち・ひと・しごと創生長期

ビジョン」では、平成 42（2030）年までに、合計特殊出生率が、国民希望出生率である 1.80 程度（※

1）、平成 52（2040）年に、現在の人口を維持していくための目安である「人口置換水準」2.07（※2）

まで上昇した場合には、平成 72（2060）年に 1 億人程度の人口が確保されると見込んでいます。 

 

② 福岡県の人口の展望 

平成 22（2010）年における福岡県の人口は約 507 万人です。福岡県の人口ビジョンにおいては、合

計特殊出生率が平成 42（2030）年までに県民希望出生率である 1.8（※3）、平成 52（2040）年に人口

置換水準の 2.07 まで回復し、かつ社会増減は、国の総合戦略で示された大都市圏への転出超過が抑制

された場合の、福岡県分として算出された年 4,000 人（※4）を見込んだ場合、平成 72（2060）年の福

岡県の人口が 454 万人になるという推計を行っています。 

 

 

 

※1：国民希望出生率 1.8（若い世代の結婚・子育ての希望が実現した場合の出生率として、国の「まち・ひと・しごと創生長

期ビジョン」で示されたもの） 

有配偶者割合(平成

22（2010）年）国

勢調査)(全国・女性

18~34 歳) 

予定子ども数 

(全国・夫婦 50 歳

未満) 

独身者割合(平成 22

（2010）年）国勢調査) 

（全国・女性 18~34 歳） 

（1-有配偶者割合） 

独身者のうち結婚希

望者割合（全国・女性

18~34 歳） 

独身者の希望子

ども数（全国・女

性 18~34 歳） 

離死別再婚効果

係数 

（全国） 

 

（34％ × 2.07 人 + 66％ × 89％ × 2.12 人） × 0.938 ＝ 1.8 

 

※2：人口置換水準とは、人口が将来にわたって増えも減りもしないで、親の世代と同数で置き換わるための大きさを表す指

標であり、人口置換水準に見合う合計特殊出生率は社人研の算出によると 2.07 となる 

 

※3：県民希望出生率 1.8（有配偶者及び独身者の割合については国勢調査の本県のデータを用い、予定子ども数及び

独身者の希望子ども数については九州のデータを用いて、県独自に算定したもの） 

有配偶者割合(平成

22（2010）年）国

勢調査)(福岡県・女

性 18~34 歳) 

予定子ども数 

(九州・夫婦 50 歳

未満) 

独身者割合(平成 22

（2010）年）国勢調査) 

（福岡県・女性 18~34

歳） 

（1-有配偶者割合） 

独身者のうち結婚希

望者割合（福岡県・女

性 18~34 歳） 

独身者の希望子

ども数（福岡県・

女性 18~34 歳） 

離死別再婚効果

係数 

（全国） 

 

（31％ × 2.26 人 + 69％ × 80％ × 2.22 人） × 0.938 ＝ 1.8 

 

※4：国の総合戦略で示された、東京圏と地方への転入・転出を均衡させる「10 万人」のうち、全国と福岡県の人口比から、

福岡県の人口減少抑制分（4,000 人）を算定 
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（２）新宮町の人口の展望 

① 自然増減 

本町は平成 20（2008）年から平成 24（2012）年の期間合計特殊出生率が 1.80 と福岡県の県民希望

出生率を達成していることと、国・福岡県の方針を踏まえて、自然増減の前提条件を次のように設定し

ます。 

自
然
増
減
の 

前
提
条
件 

前提条件１ 
合計特殊出生率が平成 52（2040）年に人口置換水準である 2.07 を達成す

る（以降、平成 72（2060）年まで 2.07 で推移） 

前提条件２ 合計特殊出生率が 1.80 を維持する 

② 社会増減 

本町は近年、大幅な転入超過となっており、今後も一定期間において、転入超過傾向が維持されるこ

とが予測されます。 

一方で、全国的な転入超過の地域差は、縮小傾向にあることや、開発完了における新規住宅・宅地数

の減少が予測されることから、一定期間経過後は、人口移動は均衡すると考えられます。 

以上を踏まえて、本町の将来人口推計における社会増減の前提条件を次のように設定します。 

 

社
会
増
減
の 

前
提
条
件 

前提条件１ 
平成 37（2025）年に人口移動が均衡する（転入・転出数が同数となり、移

動がゼロとなる、平成 37（2025）年までは定率で純移動率が縮小（※5）） 

前提条件２ 

進学などによる転出増加を見込み、15～19 歳の年代で 5 年間の純移動率が

2 倍（※6）になり、その他の年代では平成 37（2025）年までに人口移動

が均衡する 

 

 

 

※5： 「平成 22（2010）年国勢調査」～「平成 27（2015）年 3月 31 日付住民基本台帳人口」（※7）に基づいて算出された

純移動率（※8）が、平成 32（2020）年～平成 42（2030）年までに定率で 0 となり、その後はその値が平成 47（2035）年～平

成 72（2060）年まで一定と仮定。 

 

※6： 「平成 22（2010）年国勢調査」～「平成 27（2015）年 3月 31 日付住民基本台帳人口」に基づいて算出された 15～

19 歳における純移動率（男性-0.1525、女性-0.0498）が平成 32（2020）年に 2 倍（男性-0.3050、女性-0.0997）となり、その

後はその値が平成 72（2060）年まで一定と仮定。 

 

※7：「平成 22（2010）年国勢調査」と「平成 27（2015）年 3月 31 日付住民基本台帳人口」の年齢 5 歳階級別人口の比

率に基づいて、「平成 27（2015）年 3 月 31 日付住民基本台帳人口」を按分。 

 

※8：純移動率は、封鎖人口（転出入が一切なく生存率のみで規定されると仮定した理論上の人口）と実際人口との差とし

て純移動数を求め、その実際人口に対する比として算出される。 
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③ パターンの設定 

前述の自然増減、社会増減の前提条件を踏まえて下記の 4 つのパターンを設定します。 

 

■パターン 1 

 

自然増減 
前提条件１ 

（平成 52（2040）年に 2.07） 
社会増減 

前提条件１ 

（人口移動が均衡） 

 

 

 

年齢 

区分 

平成 22 

(2010)

年 

平成 27 

(2015)

年 

平成 32 

(2020)

年 

平成 37 

(2025)

年 

平成 42 

(2030)

年 

平成 47 

(2035)

年 

平成 52 

(2040)

年 

平成 57 

(2045)

年 

平成 62 

（2050）

年 

平成 67 

(2055)

年 

平成 72 

(2060)

年 

0～14 

歳 
17.6% 20.9% 21.6% 19.8% 17.0% 16.7% 16.6% 16.5% 16.7% 16.7% 16.7% 

15～64

歳 
66.8% 62.8% 60.8% 61.4% 63.4% 62.9% 59.6% 55.9% 53.7% 53.7% 55.4% 

65 歳 

以上 
15.5% 16.2% 17.6% 18.9% 19.6% 20.4% 23.8% 27.6% 29.7% 29.5% 28.0% 

（75 歳 

以上） 
7.3% 6.9% 7.6% 9.5% 11.3% 12.0% 12.2% 12.4% 15.1% 18.3% 19.7% 

 

  

24,676

30,121

33,501

34,341
35,081

35,624
36,039 36,334 36,570 36,677 36,574

1,515

965
840 740

543
415

295
236

107

-103

3,930

2,415

0 0 0 0 0 0 0

0

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

平成22

（2010）年

平成27

（2015年）

平成32

（2020）年

平成37

（2025）年

平成42

（2030）年

平成47

（2035）年

平成52

（2040）年

平成57

（2045）年

平成62

（2050）年

平成67

（2055）年

平成72

（2060）年

総人口（人、左軸）

自然増減（人、右軸）

社会増減（人、右軸）
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■パターン 2 

 

自然増減 
前提条件１ 

（平成 52（2040）年に 2.07） 
社会増減 

前提条件２ 

（15～19 歳代で純移動率が 2 倍） 

 

 

 

年齢 

区分 

平成 22 

(2010)

年 

平成 27 

(2015)

年 

平成 32 

(2020)

年 

平成 37 

(2025)

年 

平成 42 

(2030)

年 

平成 47 

(2035)

年 

平成 52 

(2040)

年 

平成 57 

(2045)

年 

平成 62 

（2050）

年 

平成 67 

(2055)

年 

平成 72 

(2060)

年 

0～14 

歳 
17.6% 20.9% 21.7% 20.0% 17.3% 17.0% 16.8% 16.7% 16.9% 17.0% 17.1% 

15～64

歳 
66.8% 62.8% 60.5% 60.7% 62.4% 61.4% 57.7% 53.2% 50.2% 49.6% 50.7% 

65 歳 

以上 
15.5% 16.2% 17.7% 19.2% 20.3% 21.5% 25.5% 30.1% 33.0% 33.4% 32.2% 

（75 歳 

以上） 
7.3% 6.9% 7.7% 9.7% 11.7% 12.7% 13.1% 13.5% 16.8% 20.7% 22.7% 

   

24,676

30,121

33,236
33,651 33,829 33,681 33,548

33,265
32,906

32,424

31,726

1,515

952
803

670
430

268
116 38

-102
-319

3,930

2,163

-388
-492 -578

-401 -399 -397

-380
-379

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

平成22

（2010）年

平成27

（2015年）

平成32

（2020）年

平成37

（2025）年

平成42

（2030）年

平成47

（2035）年

平成52

（2040）年

平成57

（2045）年

平成62

（2050）年

平成67

（2055）年

平成72

（2060）年

総人口（人、左軸）

自然増減（人、右軸）

社会増減（人、右軸）
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■パターン 3 

 

自然増減 
前提条件２ 

（出生率 1.80 を維持する） 
社会増減 

前提条件１ 

（人口移動が均衡） 

 

 

 

年齢 

区分 

平成 22 

(2010)

年 

平成 27 

(2015)

年 

平成 32 

(2020)

年 

平成 37 

(2025)

年 

平成 42 

(2030)

年 

平成 47 

(2035)

年 

平成 52 

(2040)

年 

平成 57 

(2045)

年 

平成 62 

（2050）

年 

平成 67 

(2055)

年 

平成 72 

(2060)

年 

0～14 

歳 
17.6% 20.9% 21.4% 19.2% 16.0% 15.5% 15.0% 14.7% 14.7% 14.7% 14.5% 

15～64

歳 
66.8% 62.8% 61.0% 61.8% 64.1% 63.8% 60.6% 56.7% 54.3% 54.1% 55.6% 

65 歳 

以上 
15.5% 16.2% 17.6% 19.0% 19.8% 20.7% 24.4% 28.6% 31.0% 31.2% 29.9% 

（75 歳 

以上） 
7.3% 6.9% 7.7% 9.6% 11.4% 12.2% 12.5% 12.8% 15.8% 19.3% 21.1% 
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■パターン 4 

 

自然増減 
前提条件２ 

（出生率 1.80 を維持する） 
社会増減 

前提条件２ 

（15～19 歳代で純移動率が 2 倍） 

 

 

 

年齢 

区分 

平成 22 

(2010)

年 

平成 27 

(2015)

年 

平成 32 

(2020)

年 

平成 37 

(2025)

年 

平成 42 

(2030)

年 

平成 47 

(2035)

年 

平成 52 

(2040)

年 

平成 57 

(2045)

年 

平成 62 

（2050）

年 

平成 67 

(2055)

年 

平成 72 

(2060)

年 

0～14 

歳 
17.6% 20.9% 21.5% 19.5% 16.3% 15.8% 15.2% 14.9% 14.9% 14.9% 14.9% 

15～64

歳 
66.8% 62.8% 60.7% 61.2% 63.1% 62.3% 58.6% 53.9% 50.7% 49.8% 50.7% 

65 歳 

以上 
15.5% 16.2% 17.8% 19.4% 20.6% 21.9% 26.2% 31.2% 34.4% 35.2% 34.4% 

（75 歳 

以上） 
7.3% 6.9% 7.7% 9.8% 11.8% 12.9% 13.4% 14.0% 17.5% 21.8% 24.2% 

  

24,676

30,121

33,143
33,422 33,424

33,058
32,676

32,133
31,500

30,730

29,733

1,515

859
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総人口（人、左軸）
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社会増減（人、右軸）
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（３）パターン別人口推計 

国立社会保障・人口問題研究所によると、平成 27（2015）年の新宮町の人口は 26,564 人と推計され

ていますが、住民基本台帳を基に算出した平成 27（2015）年人口は 30,020 人と約 3,500 人の差があり

ます。 

自然増減の前提条件が異なるパターン 1 とパターン 3 では、平成 72（2060）年時点で 2,375 人の差、

パターン 2 とパターン 4 では、1,993 人の差となります。 

社会増減の前提条件が異なるパターン 1 とパターン 2 では、平成 72（2060）年時点で 4,848 人の差、

パターン 3 とパターン 4 では 4,466 人の差となります。 
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約3,500人の差

社人研推計
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パターン2
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パターン4
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（４）将来展望 

本町の期間合計特殊出生率は 1.80 と全国的に見ても、高い値となっています。今後も、出産や子育

てに対する社会環境づくりを行うことで、高い出生率を維持していくことが求められます。 

また、社会増減については、今後平成 37（2025）年頃までは開発が続くとみられており、ある程度

の転入を見込むことは可能ですが、それ以降は大幅な転入を受け入れることは難しい状況にあります。

加えて、若年層の進学や就職に伴う転出は、今後も継続すると考えられることから、長期的に見ると一

定の人口減少は避けられない状況にあります。 

以上の背景を踏まえ、本町では今後、町のあらゆる資源を投入し、出生率を向上し、自然増を維持す

るとともに、大幅な開発が終了した後も、社会増減を均衡に保つよう対策に取り組むことにより、平成

72（2060）年に将来人口 32,000 人を確保することを目標として設定します。 

 

 

  



26 

 

■人口 32,000人を達成するための前提条件 

 

自然増減 
平成 52（2040）年に 2.07 を達成し、その後は平成 72（2060）年まで 2.07 で推移する 

（前提条件１） 

社会増減 

①平成 32（2020）年以降は、進学や就職に伴う若年層の転出超過が拡大すると予測され

ることから 15～19 歳代で純移動率が 2 倍となり、その他の年代では人口移動が均衡す

る（前提条件２） 

②加えて平成 27（2015）年～平成 37（2025）年では、今後の開発による一定数の転入超

過を見込む 

 

 

 

年齢 

区分 
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(2020)
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(2055)
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平成 72 

(2060)

年 

0～14 

歳 
17.6% 20.9% 21.2% 19.9% 17.5% 17.1% 16.8% 16.7% 16.7% 16.8% 16.9% 

15～64

歳 
66.8% 62.8% 60.8% 61.1% 62.3% 61.6% 57.8% 53.5% 50.5% 49.5% 50.1% 

65 歳 

以上 
15.5% 16.2% 17.9% 19.0% 20.1% 21.3% 25.3% 29.9% 32.8% 33.7% 33.0% 

（75 歳 

以上） 
7.3% 6.9% 7.9% 9.6% 11.6% 12.5% 12.9% 13.4% 16.7% 20.5% 22.7% 

  

24,676

30,121

33,280

34,619 34,840 34,743 34,604
34,306

33,925
33,410

32,684

1,515

968
852

701
471

290
115 28

-120 -335

3,930

2,191

487

-480 -568
-428 -413 -409

-395 -390
-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

平成22

（2010）年

平成27

（2015年）

平成32

（2020）年

平成37

（2025）年

平成42

（2030）年

平成47

（2035）年

平成52

（2040）年

平成57

（2045）年

平成62

（2050）年

平成67

（2055）年

平成72

（2060）年

総人口（人、左軸）

自然増減（人、右軸）

社会増減（人、右軸）
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Ⅱ．新宮町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

１．基本的な考え方 

１－１．新宮町の将来人口３万２千人を目標とし、地域経済縮小を防止する 

新宮町の人口は、昭和 29（1954）年の町制施行以降、増加を続け、平成 27（2015）年に 3 万人を突

破しました。大都市圏へ人口が集中し、全国的に人口減少が進む中で、本町においては今後も人口増加

が見込まれています。特に平成 14（2002）年以降、町中西部では、大規模な宅地開発や分譲マンショ

ンの建設を受け、子育て世代や結婚を契機とした若年層の転入が増加しています。 

一方で、町の東部地域や離島の相島では、少子高齢化、人口や農漁業従事者の減少が進展しています。

さらに、町中西部でも、早くに宅地開発がなされた地域では、今後急速に少子高齢化が進み、町の活力

に影響を及ぼすことになると思われます。 

このように、新宮町は全国でも数少ない人口増加傾向にあるものの、一部には高齢化の進行や人口減

少といった他の自治体と同様の課題を持つ地域が存在します。 

人口減少は地域経済の縮小と住民の経済力の低下につながるため、地域コミュニティや行政サービス

の維持を困難とします。新宮町でも、国立社会保障・人口問題研究所の推計値によると平成 72（2060）

年には人口は減少に転じる予測がなされています。 

人口減少による悪循環への転換を未然に防ぐためにも、現在の幅広い年齢層からなる住民をはじめ、

産業界、行政機関、教育機関、金融機関、労働団体などが一体となって問題意識を共有し、現在の人口

を維持しながら新宮町の創生に取り組む必要があります。 

 

１－２．新宮町におけるまち・ひと・しごとの創生と好循環を確立する 

「しごと」づくりでは、町内にある企業が、今後も新宮町で操業し続けられる環境をつくるとともに、

人口減少が進む地域においては、起業・創業への支援を行うことで、新たな「しごと」の場づくりを行

っていく必要があります。「ひと」づくりにおいては、本町の主な転入層である、子育て世帯に対して

魅力ある環境をつくり、現在の「ひと」の流れを維持するとともに、東部地域や相島で進行する人口減

少に歯止めをかけることにより、新宮町に暮らし続けることのできる環境をつくる必要があります。 

このように「しごと」をつくり、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循

環を確立し、新たな人の流れを生み出すことで、「まち」の活力を伸ばしていくことができます。特に、

現在人口減少が進行している国道 3 号から東部にあたる地域や相島においては、この好循環の仕組みづ

くりを重点的に実施していく必要があります。 そのため、新宮町においてもまち・ひと・しごとの創

生に向けた総合戦略を策定し、「しごとの創生」、「ひとの創生」、「まちの創生」に一体的に取り組む必

要があります。  
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２．新宮町まち・ひと・しごと創生総合戦略の位置づけ 

新宮町まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「新宮町総合戦略」という）は、新宮町人口ビジョ

ンにおいて提示する将来展望を踏まえ、まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第 10

条の規定により、新宮町における「しごとの創生」、「ひとの創生」、「まちの創生」に一体的に取り組

むため、平成 27（2015）年度を初年度とする今後 5 か年（平成 31（2019）年度まで）の目標や施策

の基本的方向、具体的な施策をまとめたものです。 

 

２－１．総合計画との連携 

新宮町総合戦略は、「しごとの創生」、「ひとの創生」、「まちの創生」による人口減少地域の克服と

町の創生を目的としていますが、第 5 次新宮町総合計画は、これらを含む町の総合的な振興・発展を

目的とした計画となっています。 

平成 23（2011）年度を初年度とする第 5 次新宮町総合計画における理念や人口の将来展望は、総

合戦略と共有されます。また、後期基本計画における「しごとの創生」、「ひとの創生」、「まちの創生」

に関係する分野を、総合戦略においてより具体的に企画、立案します。 

 

２－２．施策目標設定と施策検証の枠組み 

施策の基本目標については、新宮町人口ビジョンを踏まえ、国の総合戦略における政策 4 分野ごと

に、実現すべき成果（アウトカム）を重視した数値目標を設定します。 

国の政策分野ごとに、講ずべき施策の基本的方向と具体的な施策を盛り込み、具体的な施策ごとに

客観的な重要業績価指標（目標値）を設定します。 

設定した数値目標などを基に、実施した施策・事業の効果を外部有識者などの参画により検証し、

必要に応じて新宮町総合戦略の改訂を行うことにより、PDCA サイクルを確立します。 

 

※PDCA サイクルとは、Plan（計画）、Do（実施）、Check（点検・評価）、Action（改善）のプロセスを実施し、最後の改善（A）では

評価（C）の結果から、最初の計画（P）の内容を継続・修正・破棄のいずれかにして、次回の計画（P）に結びつける。このら

せん状のプロセスを繰り返すことにより、品質の維持・向上および継続的な業務改善活動を推進するマネジメント手法のこと

である。 

 

① Ｐ（Ｐｌａｎ）：計画 

総合戦略の施策・事業の 
企画・立案 

② Ｄ（Ｄｏ）：実施 

総合戦略の 
施策・事業の実施 

③ Ｃ（Ｃｈｅｃｋ）：点検・評価 

総合戦略の施策・事業の 
定期的な点検・評価 

④ Ａ（Ａｃｔion）：改善 

点検・評価を踏まえ 
施策・事業の見直し 
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３．今後の施策の方向 

３－１．戦略の基本目標 

国の総合戦略ならびに新宮町人口ビジョンを踏まえ、基本目標を下記のとおり定めます。 

なお、各施策を実施することで、達成することを目指す数値目標のうち代表的なものを、各基本目標

の数値目標として設定しています。 

 

＜基本目標１＞ 

仕事をつくり経済を活性化する 

（現状と課題） 

本町では、福岡市が隣接し、国道 3 号や国道 495 号が横断するなど恵まれた交通条件によって、製

造業、流通業務施設、大型商業施設などの立地が続き、雇用機会に恵まれてきました。一方で、近年

では新宮中央駅を核として広がる中心市街地への商業施設の集中的な出店が見られ、交通環境の悪化

や集客の一極化が懸念されており、一部地域への集中を是正し、町内広範囲にわたる商業環境の形成

を図る必要があります。 

また町内では、「あまおう」「立花みかん」をはじめとした農産物や相島での真珠の養殖など、都市

近郊にありながらも豊かな自然を活かした農水産業が営まれていますが、大型の都市開発による農用

地の減少や、農水産業従事者の高齢化、後継者不足などにより、活力の低下が懸念されており、農業、

漁業経営の安定化が課題となっています。 

 

（今後の方向性） 

本町の総合戦略では、立地条件や労働力などの強みを活かし、課題を克服することにより、新たな

企業誘致を推進していくとともに、既存の企業や商店のＰＲや育成にも取り組んでいきます。また、

農林漁業については、豊かな自然資源を活かしながら新宮町ならではの支援を行うことで、地域産業

の育成を図っていきます。 

地域産業の育成・活性化により、町内に雇用を創出し、町外からの新たな人の流れを生み出すこと

で、「しごと」と「ひと」の好循環を創り、持続可能な「まち」の活性化を図っていきます。 

 

数値目標 基準値 目標値 

町内事業所数 1,190事業所（H26） 1,250事業所（H31） 

 

  



30 

 

＜基本目標２＞ 

地域への新しいひとの流れをつくる 

（現状と課題） 

本町は現在も、子育て世帯を中心として人口増加が続いていますが、東部地域や相島などの一部地

域ではすでに人口減少が進行しています。また、現在は一定規模の人口が確保できている地域におい

ても、年数が経過することによって、世帯の高齢化や、子どもたち世代の独立により、急激な人口減

少に転じる恐れがあります。このように、本町では、地域の形成年代や人口構成が異なる地域が存在

しており、定住・移住を図るため総合的かつ計画的な対策が必要となります。 

 

（今後の方向性） 

地域ごとに異なる課題に対応するため、それぞれの特性を踏まえた計画づくりを進めて、人口減少

地域への定住化を図るとともに、転入者である若い世帯との交流など様々な交流の場づくりを含め、

新しい人の流れを生み継続させる仕組みや環境づくりを検討し進めていきます。 

 

数値目標 基準値 目標値 

東部地域・相島の人口 985人（H26） 985人（H31） 

 

＜基本目標３＞ 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

（現状と課題） 

本町は、杜の宮や新宮中央駅前などの宅地開発に伴い、子育て世帯やこれから子育てを迎える世帯

が急増しています。地縁のない場所への転入による世帯の孤立化や核家族化の進行、ひとり親家庭の

増加によって、子育てに不安や悩みを持つ親は少なくありません。 

本町では、これまでにも、妊娠、出産、子育てといった一貫した支援に取り組んできましたが、今

後もさらに施設や相談体制など子育て世帯のニーズに的確に対応した対策が必要となっています。 

 

（今後の方向性） 

人口の好循環を維持していくためには、町民が、安心して結婚し、子どもを生み育てられる社会環

境の醸成に取り組む必要があります。そのため、若い世代の経済的安定を図るとともに、妊娠・出産・

子育ての切れ目のない支援や、子ども・子育て支援の充実を図っていきます。また、女性が働きなが

ら安心して妊娠・出産・子育てができ、男性も積極的に家事や育児を行うことができるよう、仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現を図ります。 

 

数値目標 基準値 目標値 

合計特殊出生率 1.8（H24） 1.9（H31） 
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＜基本目標４＞ 

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連

携する 

（現状と課題） 

国の総合戦略では、「しごと」と「ひと」の好循環を支えるためには、「まち」の活力を維持し、町

民が安心して暮らせる社会環境を創りだすことが必要であるとしています。 

隣組合や行政区などの地域コミュニティは、住民相互の融和や地域課題への対応など、これまで「ま

ち」の活力を維持していく中で、重要な役割を果たしてきましたが、地域への愛着や相互扶助意識の

低下により、各行政区において、役員などの担い手不足や、自治会への加入率の低下などの問題が出

てきています。 

本町には 23 の行政区がありますが、規模の面では 3,700 人超から 100 人たらずと大きな差があり

ます。また、古くから農漁業などを中心とする行政区、新興住宅を母体とする行政区、古くからの集

落と新興住宅が混在する行政区など、その成り立ちはさまざまで、それぞれが抱える課題は多岐にわ

たっています。 

また、東日本大震災のような大規模広域災害時においては「自助」や「共助」による地域防災力の

重要性が高まっています。地域防災力は、地域コミュニティにおける地縁活動との関係が深く、地縁

活動の活性化が防災活動の活性化につながり、それが地域防災力の強化につながります。 

災害に強いまちづくりを行っていくためには、消防・防災体制のさらなる充実・強化を進めていく

とともに、地域コミュニティにおける地縁活動を活性化し、住民ひとりひとりの防災意識を高めてい

く必要があります。 

 

（今後の方向性） 

急速な人口増加により、都市構造が大幅に変化している中で、各地域の実情に即した新しいコミュ

ニティづくりを進めていくとともに、人口減少が進む地域においては、地域振興策の推進により、地

域の魅力を高めていくことで、町民が将来にわたって安全・安心で豊かな生活を営むことができる町

を構築していきます。 

 

数値目標 基準値 目標値 

自治会加入世帯率 85.6％（H27） 90％（H31） 

 

  



32 

 

３－２．具体的な施策パッケージ 

（１）基本目標１：仕事をつくり経済を活性化する 

具体的な施策と目標値 

 

施策－１ 企業誘致による雇用促進 

本町のまちづくりを安定させ活性化していくためには、雇用機会の創出が不可欠です。そのため、本

町の交通利便性など好立地の環境を活かした製造業、流通業務施設、商業施設などの誘致や立地を積極

的に推進するとともに、誘致や立地に必要な環境づくりに努めます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

従業員 50人以上の企業誘致数 － 6件 

9ｍ以上の町道の整備延長（ｍ） － 1,160ｍ 

取り組み概要 

●新規の工場誘致として、製造業の誘致に努めます。 

●県道筑紫野古賀線の 4車線化（平成 29（2017）年 3月開通予定）に伴い、的野地区や立花口地区に流

通業務施設の誘致を進めます。 

●国道 3号や国道 495号沿線に地元住民の利便施設となる商業施設などの誘致を進めます。 

●企業立地の環境整備として、国道や県道への接続部や町道の拡幅改良など道路環境の整備を計画的に

進めます。 

※基準値の年代は、成果指標によって異なる 

 

施策－２ 農業振興による活性化 

本町の特性を活かした農業環境を充実させ、農業の活性化に取り組むため、付加価値の高い特産品な

どの開発や頑張る農業者の育成・支援に努めます。また、荒廃農地などの利用促進を図るため、未利用

農地の活用とともに、新たな担い手などの育成に努めます。さらに、これからの学校給食の実態を踏ま

え、地元食材の活用などの検討に努めます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

認定農業者の人数 26人 30人 

集約した農地面積（ha） － 10ha 

ひとまるの里の売上高（年間） 285,000千円／年 300,000千円／年 

取り組み概要 

●粕屋農協などと連携し、付加価値の高い農作物や新宮固有の特産品を開発するとともに、認定農業者

などの担い手の育成・支援に努めます。 

●荒廃農地の対策として、「人・農地プラン」を策定し、農地の集約や活用を促進します。 

●農産物の消費拡大を図るため、農産物直販所「ひとまるの里」での販売を充実させるとともに、新た

な直販所など販売ルート拡大に取り組みます。 

●地産地消の推進として、学校給食への地元食材の活用に取り組みます。 
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施策－３ 水産業の振興による活性化 

漁業経営の安定化を目指しつつ、漁業者のやる気や新しい漁業へのチャレンジを促進するため、漁協

や漁業従事者との検討協議を進めながら、新たな漁業や直販などを検討し進めるとともに、漁業の担い

手の育成・支援にも努めていきます。また、養殖事業を促進します。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

直販事業の回数（年間） 2回／年 5回／年 

取り組み概要 

●地域に即した漁業の振興策を進めるとともに、新たな直販所など販売ルートの拡大に取り組みます。 

●漁業従事者の減少や高齢化に伴い、担い手の確保・育成のため、漁業後継者や新規就業者を支援しま

す。 

●真珠養殖事業の副産物などを活用した商品化を進めます。 

 

 

 

 

 

  

施策－４ 商工業の振興による活性化 

活気のあるまちづくりを実現するためには、商工業の振興は欠かせない要素です。そのため、本町の

好立地を活かした企業の誘致や消費拡大を図るとともに、商工会との連携を図りながら、既存商店の魅

力づくりや新規店舗との共存・共栄できる関係づくり、企業 PRや新規起業への支援などを検討し進め

ていきます。また、町内産品の PRや特産品開発を進めていきます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

ブランド開発の数 － 5つ 

創業（起業）者数 － 5件 

取り組み概要 

●新宮ブランドの向上のため、商工会、町と新宮町おもてなし協会とが連携し、既存商店の魅力づくり

や大型小売店舗との共存、町内産品の PRなどの各種支援や、特産品開発の調査・研究を行います。 

●新宮中央駅周辺や国道 3号沿線の大型店舗への来町者の町内の小売店、飲食店、地元産品販売所など

への回遊を促進するとともに、新たな地元産品販売施設などを検討し、商工業の販売ルート拡大に取

り組みます。 

●町の製造業・工業の活性化を図るため、商工会や企業振興協議会と連携して、町内事業者との情報交

換の場の創設や異業種間交流などの調査・研究を進めます。 

●中小事業者の経営の安定化や経営基盤の改善を図るため、国や県の各種補助や融資制度などの情報提

供を行い、各種団体と連携し支援を行います。 

●創業支援計画に基づき、新規創業の支援を行います。また、ICT を活用した自宅での起業や新宮ブラ

ンドの発掘につながる起業などの支援を行います。 

●空き店舗については、調査・研究を行い活用に取り組みます。 
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（２）基本目標２：地域へのひとの流れをつくる 

具体的な施策と目標値 

 

施策－１ 定住化の推進と空き家など有効利用の推進 

本町では、JR新宮中央駅周辺の住宅開発が進み、若い世代を中心に急激な人口増加が続いている一方、

東部地域や相島のように人口が減少している地区もあります。このため、各地域の特性を活かしつつ、

若い世代が住むことに魅力を感じる環境づくりを検討するとともに、特に人口減少のみられる地域にお

いては、移住や定住につながるための仕組みを検討し推進していきます。また、空き家も増えてきてい

るため、空き家や古民家の有効利用について取り組んでいきます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

立花口・的野地区の新規定住世帯数 － 40世帯 

相島の新規定住世帯数 － 5世帯 

空き家バンクへの登録件数 － 10件 

古民家の利用件数 － 2件 

歩道・通学路の整備延長（ｍ） － 1,547ｍ 

取り組み概要 

●東部地域や相島を対象に、若い世代が定住しやすいような仕組みと支援策を検討するとともに、地域

における受け入れ体制を検討し進めます。また、相島では雇用の場として水産物の特産品開発や観光

事業の振興に取り組みます。 

●空き家（古民家含む）の活用のため、所有者の意向調査を行い、大学などとの連携により活用方法を

調査・研究し、町の支援策も含め住宅や交流施設としての活用に取り組みます。 

●空き家の利用を促進するため、平成 27（2015）年度に行う実態調査の分析を進めるとともに、空き家

バンクの創設を進め運用します。 

●東部地域の環境整備については、安心して通学ができるよう歩道整備や通学路の街路灯などの整備を

進めます。 
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施策－２ 交流の拠点づくりの推進 

人口が減少している地域においては、観光や地域の特産品を活用するなど、地域内外の人々との交流

機会を増やしていくことが重要と考えます。そのため、地域住民との協働により、交流施設の整備をは

じめ地域資源の確保や人材の活用などを検討し進めていきます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

交流拠点となる施設の整備数 － 8件 

取り組み概要 

●地域内外の様々な世代の人々が交流できる拠点づくりについて検討します。特に西側市街地の住民と

東部地域や相島の住民が交流できる仕組みを検討し、整備を進めます。 

●立花口区や的野区の集落周辺に交流拠点となる施設の整備について、地元住民と協働により検討し、

整備を進めます。 

●三代・上府地区に計画する「新宮ふれあいの丘公園」は子どもから高齢者まで誰もが利用できる多目

的利用の公園として整備するとともに、高齢者の交流拠点となるよう検討し整備を進めます。 

●新宮漁港及びその周辺地に水産資源を活用した交流拠点を検討し、整備を進めます。 

 

施策－３ 観光の振興 

商工会、農協、漁協などの関係団体とおもてなし協会が連携し、新たに開発された特産品や地元産品

の販売などを通して観光 PR を進めます。また、新宮町おもてなし協会が中心となり、町内の自然、文

化、産業などの資源や地域で活躍する人材を活用した観光イベントなどの実施を支援していきます。さ

らに、周辺市町と観光情報の発信やイベントを共催し、地元企業や町内活動団体との連携による体験型

のイベントを支援します。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

広域連携によるイベント数 3つ 5つ 

観光イベント（新宮劇場）の参加者数 213人 1,000人 

観光（名所・旧跡）ガイドの人数 5人 10人 

観光施設の設置数 － 4件 

取り組み概要 

●町内の観光資源について、来町者のニーズや目的にあった観光情報を適切に発信できるよう、案内表

示板の整備や情報通信技術の活用について調査・研究を進めます。 

●来町者の観光ニーズに対応するため、トイレや案内所などの観光基盤施設の整備を進めるとともに、

観光ガイドの育成に取り組みます。 

●観光資源を活用した町の魅力や観光情報の発信を強化し、イベントを開催するための「拠点」となる

観光協会（新宮町おもてなし協会）の設立を支援します。 

●商工会や、新宮町おもてなし協会などと連携しながら、特産品開発を支援し、町の観光資源として PR

し有効活用に取り組みます。 

●地域活性化及び産業振興のため、地元企業や町内の活動団体との連携による体験型の観光イベントを

支援します。 

●観光資源を有機的に活用するため、周辺市町と連携し、観光情報の発信やイベントの共催などの広域

連携に努めます。 
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（３）基本目標３：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

具体的な施策と目標値 

 

施策－１ 妊娠から乳児期の支援の充実 

子育てに伴う精神的、経済的な負担から、妊娠を避けたり、一人っ子の家庭が増えています。妊娠か

ら乳児期の親の負担軽減を図るため、安心して出産し、子育てができるよう、妊婦、乳児の健康状態の

把握から必要な相談・指導を行うことができる体制を構築していきます。 

成果指標 基準値（H25） 目標値（H31） 

乳児家庭への訪問率 93.4％ 98％ 

４か月児健診の受診率 95.9％ 98％ 

マタニティスクールの参加者数 78人 100人 

取り組み概要 

●疾病の早期発見と治療を促進し、乳児の保健の向上と福祉の増進を図るため、乳児の医療費の無償化

を引き続き行います。 

●生後 4か月までの乳児のいるすべての家庭を助産師や保健師が訪問し、育児に関する情報提供、乳児

と保護者の心身状態確認、養育環境の把握、相談などを行います。 

●妊婦健診を確実に受診させるとともに、その機会を通じての妊婦相談の拡充を図ります。また、相島

に住所を有する妊婦については、妊婦健診の受診を促進し、妊婦の健康の保持・増進を図るため、渡

船運賃および出産のために利用する宿泊費の助成を行います。 

●妊娠・出産に関する正しい知識や交流の場の提供を図るため、シーオーレ新宮での利用者支援事業（母

子保健相談）、産前・産後サポート事業（カフェ形式の集いの場提供）を行うなど、妊娠・出産包括

支援センター事業として、安心して出産できる体制の整備を行います。 

●子育て世代安心お出かけマップ（仮称）の作成を行います。併せて、現時点で授乳室が設置されてい

ない公共施設には授乳室の整備を行います。 
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施策－２ 幼児期の子育て支援の充実 

共働き世帯やひとり親家庭の増加など、新たな幼児教育・保育ニーズに的確に対応するとともに、就

学前の子どもたちの健やかな成長と良好な子育て環境を充実していきます。 

成果指標 基準値（H25） 目標値（H31） 

待機児童数 45人 0人 

かんがるー広場の利用者数 6,445人 8,000人 

ファミリーサポートの会員数 － 300人 

地域子育てサロンの実施箇所数 7カ所 12カ所 

取り組み概要 

●疾病の早期発見と治療を促進し、幼児の保健の向上と福祉の増進を図るため、幼児の医療費の無償化

を引き続き行います。 

●発達に遅れのある子どもについて、早期治療や早期療育につながるよう、相談体制の充実に努めます。

また、発達支援センター事業を子育て世代包括支援事業の中に位置づけし、一体的に取り組みます。 

●子育てに不安や悩みを持つ親子の交流の場や子育て情報の提供、相談、講習会などを行うため、地域

子育て支援センターとしての「かんがるー広場」（新宮町社会福祉センター内）を充実するとともに、

地域で子育てを見守る「地域子育てサロン」を積極的に支援します。 

●児童の預かりなどの援助を受けたい人と当該援助を行うことを希望する人が会員となり育児などに

ついて助け合うファミリーサポート事業を進めます。 

●保護者の就労形態の多様化などに伴うさまざまなニーズに対応し、児童福祉の増進を図るため、町内

の保育園において延長保育や一時保育、障がい児保育の充実を図ります。 

●ひとり親家庭の自立と生活の安定のため、乳幼児の保育・食事の世話・住居の掃除・生活必需品の買

物などの家事全般などを代行する家庭生活支援員の派遣を行います。 

●乳幼児一時預かり支援事業として、病気回復期にあり集団保育になじまない幼児を看護師などが一時

的に預かる病後児保育事業や、病児保育を行います。 

●相島における幼児保育の充実を図り幼児の健全な発達に寄与するため、相島保育所の適切な運営・管

理を行います。 

●幼児教育施設である町立幼稚園の適切な改修や整備を行います。 
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施策－３ 義務教育期間の子育て支援の充実 

児童・生徒が、安心して学び、本町の明日を担う人材として成長していくためには、学校は勿論のこ

と、家庭における負担軽減や地域における支援体制の構築が必要となります。そのため、教育・学童保

育に関する保護者のニーズを的確に把握しながら、教育・学童保育環境を向上させていくとともに、子

育てに関する情報共有や悩みを解決するため、地域での子育てを支援します。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

学童保育所（放課後児童クラブ）の数 6カ所 9カ所 

通学合宿の実施個所数 4カ所 7カ所 

夏休み地域寺子屋事業の実施個所数 10カ所 15カ所 

コミュニティ・スクールの数 5校 6校 

取り組み概要 

●通学時の安全を確保するため、地域における見守り活動を支援するとともに、「通学路交通安全プロ

グラム」に基づき、通学路の改善や整備を進めます。 

●保護者の就労支援及び放課後児童の健全育成のために、保護者のニーズに応じた学童保育所（放課後

児童クラブ）の運営に努めます。また、新設小学校（新宮北小学校）の建設に伴い、学童保育所の整

備を進めます。 

●児童・生徒の増加に伴い、新設中学校建設を計画的に進めるとともに、中学校給食のあり方及び施設

整備について検討し進めます。 

●心豊かでたくましく生きる子どもを育むため、家庭・地域・学校などと連携を図りながら、体験活動

や通学合宿などの事業を進めます。 

●子どもたちの地域に対する愛着や社会的マナーを向上させるため、ボランティア活動や地域活動への

参加を促し、人や地域における「きずな」づくりを進めます。 

●子どもたちの安心・安全な居場所づくりのため、地域の大人たちの経験や知識を生かしながら、地域

ぐるみで子育てを行う夏休み地域寺子屋事業を支援します。 

●子育て家庭の医療費の負担を軽減するため、小学生から中学校までの医療費の助成を行います。 

●「地域と共にある学校づくり」を目標に、小・中学校や、家庭、地域及び関係機関と連携・交流し、

コミュニティ・スクールの円滑かつ効果的な実現に取り組みます。 
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施策－４ 男女がともに参画し、支えあう環境づくり 

女性の社会進出が進む中、自らの意思･選択に応じて働くためには、労働環境や職場風土など、働き

やすい環境づくりや女性の再雇用について推進していく必要があります。そのため、企業や事業所への

育児休業や介護休業の取得しやすい職場づくりを目指し、ワーク・ライフ・バランスの促進に向けた啓

発活動を進めて行きます。 

また、女性が仕事と家庭の両立ができるよう、男性への家庭責任の意識向上を図るとともに、積極的

な育児参加への取組を促進します。 

成果指標 基準値（H25） 目標値（H31） 

町広報誌・町ホームページへの掲載回数（年間） － 2回／年 

講演会などの実施回数（年間） － 1回／年 

パパママ教室の参加者数 84人 120人 

取り組み概要 

●町内の企業や事業所に対し育児休業・介護休業を取得しやすい職場づくりのための啓発を行います。 

●女性が働きやすい社会環境を実現するため、町広報やホームページへの掲載、パネル展示によりワー

ク・ライフ・バランス促進に向けた啓発活動を行います。 

●男性の育児参加を促すため、パパママ教室において父親の妊婦体験や沐浴実習を行います。 
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（４）基本目標４：時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地

域を連携する 

具体的な施策と目標値 

 

施策－１ 地域振興策の推進 

本町においては、特に人口減少が進む東部地域や相島における地域活動の維持や地域の活性化が求め

られています。今後は、地域住民との協働により策定した将来構想や個別の課題に基づき、ルールづく

りや具体的な振興策の検討を進め計画的に事業を推進していきます。特に地域住民の理解や協力が不可

欠なことから、今後も住民との懇談・協議を継続し地域の合意形成を高めるとともに、大学などとの連

携により可能な取り組みから進めていきます。 

成果指標 基準値（H25） 目標値（H31） 

東部地域の交流拠点の整備数 － 4件 

相島振興に係る交流拠点の整備数 － 2件 

相島への来島者数 63,000人 66,000人 

取り組み概要 

●的野地区と立花口地区は、まちづくり構想に基づき、地域住民と合意形成を図り、実現可能なものか

ら進めます。 

●三代地区は都市計画道路「三代・的野線」の整備とその沿線の市街化検討地区の事業化を目指し、定

住計画や雇用促進となる企業誘致の推進を支援します。 

●原上地区は国道 3 号線沿線の市街化区域編入を進めるとともに、「原上区まちづくり計画書」に掲げ

る施策の実現化について検討します。 

●相島地区は地域住民や各種団体などとの懇談・協議を行い、「離島振興計画」や将来のあり方につい

て検討し、実現可能なものから進めていきます。また、来島者の促進を図るため、観光や交流拠点の

整備を検討し進めます。 

●各地区の個別の課題に対しては、地元大学、専門機関、新宮町おもてなし協会などとの連携により、

調査・研究を進めながら対策の実施や支援を進めます。 
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施策－２ コミュニティの振興 

本町では JR 新宮中央駅の周辺部（中心市街地）を中心に若い世代が急増する地区をはじめ、農漁業

を中心とする集落地区、新興の住宅団地、集落と新規住宅が混在する地区など、様々な地区が見られま

す。その中で高齢化や核家族化の進展により地域コミュニティ活動の低下が懸念される地区が増えてい

ます。特に近年の災害時への対応や超高齢化社会への対応などを考えると、互いに助け合い、支え合う

地域コミュニティが重要となっています。そのため、今後のまちづくりを進めるにあたり、新興住宅地

区や高齢化の進む地区など地域の特性を踏まえたコミュニティのあり方について検討し取り組んでい

きます。 

成果指標 基準値（H25） 目標値（H31） 

地域コミュニティ活動（夏休み地域寺子屋事業、

通学合宿など）への支援者数 
150人 200人 

取り組み概要 

●これまでのまちづくりの単位であった行政区の課題や利点を検証し、住民との協働による、新たな地

域コミュニティ組織づくりに取り組みます。 

●JR新宮中央駅周辺の中心市街地については、マンションや住宅の建設が急激に進むため、地元行政区

などと協議し、新たなコミュニティ形成に取り組みます。 

●地域コミュニティ活動や伝統文化の継承を進めるため、活動を担う若い人材の育成や、人的支援の拡

大を図ります。 

●地域消防団員は、地域コミュニティ活動の重要な担い手であることから、人材の確保を促進します。 

 

 

  



42 

 

施策－３ 防災・防犯対策の充実 

近年の局地的集中豪雨など大規模な自然災害の発生を踏まえ、災害に強いまちづくりを行うため、地

域防災計画や防災マップ（ハザードマップ）を適宜見直し、住民の安全確保や支援に取り組んでいきま

す。また、定期的な防災訓練や防犯活動などを支援するとともに、防災・防犯に対応する体制づくりや

施設の整備・改修を計画的に実施していきます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

自主防災組織の数 3行政区 10行政区 

防災訓練の参加者数（延べ人数） 200人 1,000人 

災害時備蓄物資の量（人分） 75人分 450人分 

自主防犯団体の組織数 4団体 6団体 

既設防犯灯の LEDへの更新数 90基 850基 

取り組み概要 

●地域防災計画に基づき、国、県、消防、警察などと連携し、総合的な防災対策に取り組みます。また、

災害予防のため、地域防災計画を適宜見直すとともに、防災マップの改訂を行います。 

●自発的な防災体制の強化のため、地域における自主防災組織の設立を促進します。 

●町民の防災意識を高揚するため、防災訓練の実施に向けた支援を計画的に行います。また、土砂災害

警戒区域など指定された区域での町民の安全確保に努めます。 

●避難支援体制の強化のため、独居高齢者などの災害時要援護者への避難路、避難場所の周知に取り組

みます。 

●大規模災害や避難の長期化に備え、新宮ふれあいの丘公園を防災活動拠点として計画的に整備を行い

ます。また、隣接する新設中学校施設と一体的に効率よく利用できるよう取り組みます。 

●的確に災害情報を伝えるため、デジタル化に対応した放送システムの更新を進め、防災行政無線の充

実に努めます。 

●消防活動の充実を図るため、消防機材や消防団施設などの整備・改修を行います。また、消防団員の

確保に努めます。 

●県が行う相島地区の急傾斜地崩落対策事業を促進するとともに、事業にあわせ必要な施設の整備を進

めます。 

●防犯に対する啓発活動を進め、地域における自主防犯活動団体の設立を支援するとともに、地域や警

察などとの連携について強化を図ります。 

●街路灯や防犯灯を明るいものにし、夜間の歩行者の防犯対策に努めます。 

●犯罪の抑制を促すため、防犯カメラなどの設置に努めます。 

●ノーマライゼーションの視点で歩道や交差点など交通危険個所の再点検を行い、施設の改良・改修を

計画的に進めます。 
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施策－４ 自然環境の保全 

本町は、町全域に占める緑の割合は約 60％と多く、相島、白砂青松の新宮海岸、緑豊かな立花山など

の自然環境に恵まれ、この環境を次世代に引き継いでいくことが求められています。しかし、地域住民

の高齢化などにより、自然環境の維持が難しくなりつつあり、荒廃が進む森林や農地が増えています。

今後は、地域住民、関係団体、行政などの協働による保全活動を積極的に推進していくとともに、自然

環境を活用した環境整備を検討し推進します。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

新宮海岸クリーン作戦の参加者数 900人 1,300人 

松林ボランティア活動の参加者数 100人 200人 

立花山ボランティア活動の参加者数 40人 100人 

森林ボランティアの人数 － 40人 

取り組み概要 

●環境保全意識を高めるため、住民と行政による新宮町クリーン作戦などの清掃活動を進めます。また、

立花山や里山を保全するため、維持管理活動を進めます。 

●地元住民やボランティア団体との連携による、新宮海岸の松林や立花山の登山道の保全活動などを支

援します。 

●荒廃森林については、再生を図るための調査・研究を推進するとともに、森林ボランティアの育成に

努めます。 

 

施策－５ コミュニティバスの充実 

コミュニティバスは、自動車などの移動手段を持たない高齢者や児童・生徒、特に東部地域や相島の

住民にとって不可欠な移動手段です。今後も地域住民のニーズを踏まえながら、路線などの見直しを行

うとともに、安定した経営を行うため、乗降客の増加などにつながるような対策を進めていきます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

コミュニティバスの利用者数 19.6万人 20万人 

取り組み概要 

●コミュニティバスの利便性を向上するため、アンケート調査などで町民ニーズを把握しながら、必要

に応じて路線や運行ダイヤの見直しを行います。 

●バス事業の健全経営のため、運行内容の検討を行うとともに、乗降客の増加につながる対策や広告な

どの収入の増加に努めます。 

●コミュニティバスの安全な運行を図るため、バス本体の整備・更新を確実に行います。 
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施策－６ 渡船の充実 

町営渡船は、相島住民の日常生活に欠かせない交通手段であり、釣り客や観光客の交通手段とし

て、島の活性化や振興に大きな役割を果たしています。今後も利用者のニーズを踏まえながら、運

航時刻などの見直しを行うとともに、安全な運航を最優先に進めていきます。 

成果指標 基準値（H26） 目標値（H31） 

渡船の利用者数 105,000人 110,000人 

取り組み概要 

●渡船の安全で安心な運行に努めるとともに、利用者ニーズを把握しながら、必要に応じて運航時

刻の見直しを検討します。 

●臨時便の運行など、大きなイベントにも対応できるよう取り組みます。 
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４．総合戦略重点事項 

 

 新宮町の中でも東部地域や相島においては、人口の減少傾向が顕著であり、高齢化も進む中で、環境

整備と併せ人口定住対策を進めていくことが重要な課題となっています。また、産業面でも高齢化や担

い手などの不足と相まって地域の活力が低下しています。 

 このような中で、以前から東部地域や相島の振興は叫ばれてきましたが、地域の人口減少や高齢化は、

地域の存続に関わる問題のみならず、自然環境の荒廃をもたらすとともに、新鮮な農水産物を提供でき

ないなど、本町の魅力自体を損なうことにつながります。玄海国定公園に属する立花山や相島の魅力を

将来にわたって守っていくうえでも、この地域の振興は新宮町の重要な課題であるといえます。 

 このため、東部地域や相島を対象とした地域振興を最大のテーマに掲げ、そこにしかない資源、「人」、

「自然」、「歴史」などを生かした魅力や賑わいのある地域づくりに関する取り組みを「重点事項」とし

て定めました。 

 今回、策定する「新宮町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中で、平成 27（2015）年度から 5 年

間で取り組み、事業を推進していくものと、長期的な視点で地元の住民と協働しながら事業化を目指す

ものがあります。特に事業化を目指すための具体的なビジョンづくりには、地域住民との合意形成は不

可欠であり、地域の機運を醸成するには時間を要すことも考えられます。 

 具体的には、次の 4 つを「重点項目」として掲げます。 

 

 

 

１．東部地域の振興策の推進 

２．相島の振興策の推進 

３．交流の拠点づくりの推進 

４．新設中学校の建設と周辺環境の整備の推進 

 


